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令和６年度 横浜市総合教育会議  議事録 

 

１ 日 時 令和６年12月23日（月）午後２時00分～午後３時30分 

 

２ 場 所 

  

市庁舎 議会棟３階 多目的室 

 

３ 出席者 山中市長(議長）、下田教育長、中上教育長職務代理委員、森委員、大塚委員、 

泉委員、綿引委員 

 

４ 欠席者 なし 

 

 

５ 同席者 伊地知副市長、小林中区長、栗原港南区長、松浦政策局長、吉川総務局長、 

松井財政局長、米澤国際局総務部長、渋谷市民局長、福嶋こども青少年局長、 

佐藤健康福祉局長 

 

６ 会議日程 （１） 開会 

（２） 市長挨拶 

（３） 協議  

今後の横浜の教育政策について 

～「第５期横浜市教育振興基本計画」の方向性～ 

（４）  閉会 
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山岸総務部長 

 

 

中上委員 

 

 

 

 

 

定刻となりましたので、ただいまから、令和６年度横浜市総合教育会議を開催

いたします。私は、本日の司会を務めます、教育委員会事務局総務部長の山岸で

ございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

 最初に、総合教育会議について御説明いたします。 

総合教育会議は、法律により全ての地方公共団体に設置が義務づけられた会議

で、市長と教育委員会が協議・調整を行うものでございます。 

 次に、本日は撮影と録音の申入れがされております。撮影につきましては、た

だいまから、教育委員の挨拶終了まで、撮影許可エリアにて認めることとし、録

音については、お席での録音を認めることといたします。希望される方は、今か

ら撮影をしていただいて結構でございます。 

それでは、会議の開会に当たりまして、山中市長から御挨拶申し上げます。 

 

こんにちは、横浜市長の山中竹春です。教育委員の皆様には、大変御多忙の

中、御出席をいただきまして、誠にありがとうございます。本日の総合教育会議

の協議テーマは、今後の横浜市の教育政策として、第５期教育振興基本計画の方

向性について議論することであります。子どもたちの未来を切り拓く力、これを

どう育んでいくのか、これからの横浜の教育はどうあるべきなのか、特にデジタ

ル化、グローバル化が加速していく中でありますので、こういった点を踏まえて

横浜の教育のあり方について議論させていただきたいと考えています。 

教育の質の向上に向けた取組を加速していくために、本日の議論を踏まえまし

て、令和８年度からの教育振興基本計画をしっかりとつくり上げていきたいと考

えております。改めて、横浜市の教育を取り巻く状況として重要なポイントをこ

ちらのスライドに挙げさせていただきました。 

１点目は、いじめの認知件数、不登校の児童生徒数、特別な支援や配慮が必要

な児童生徒数、これらが年々増加しておりますので、対応が急務となっているこ

と。 

２点目は、１人１台端末をベースにした、デジタル化、DX化による新しい教育

の方向性について、リデザインを行っていく、この方向性が必要不可欠であるこ

と。 

３点目は、教員の人材確保が厳しい状況となっておりますので、教職の魅力づ

くりや教員の働き方改革の更なる推進が必要であること。 

こういった点が、横浜市の教育をとりまく状況として特に重要であると考えて

おります。委員の皆様方におかれましては、それぞれの御知見、御経験をもと

に、本日、活発な御議論をしていただければと存じます。それでは、よろしくお

願い申し上げます。 

 

 市長、ありがとうございました。続きまして、教育委員の皆様から一言御挨拶

をいただきたいと思います。中上委員から順によろしくお願いいたします。 

 

 中上です。どうぞよろしくお願いします。 

私は行政出身として、これまで行財政改革など、半世紀以上にわたっての経験

から、現在、教育委員会が抱える様々な課題に対応するために、組織改革や意識

改革の必要性について意見を述べさせていただきたいと思います。また、中区長

として地域の人材活用や教育支援に取り組んできた経験、バンクーバーやサンデ

ィエゴ教育委員会との姉妹都市交流などの経験から、教育DX推進やグローバル人
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材の育成の重要性についても発言したいと思っています。 

これから、デジタル、グローバル社会が進展していく中で、リアル、オンライ

ン、バーチャルなどの空間を活用することは、多様な友好交流や社会貢献などの

契機となります。本日は、横浜の教育が目指す、自ら学び 社会とつながり と

もに未来を創る人を育むために、皆様方としっかりと議論ができればと思ってお

ります。よろしくお願いします。 

 

森です。よろしくお願いします。 

保護者として、また市内で子育てに関する NPO を運営する立場として発言した

いと思っております。変化の激しい先行き不透明な社会と言われている中でも、

子どもたちはたくましく生きていく力をすでに持っています。しかしながら、時

代に合わせた学びの環境を整備しなければ、その力を十分に発揮することはでき

ません。その環境整備において重要だと考えることは次の２点でございます。 
一つは、多様な学び方の選択肢を増やして、子どもたちが自分に合った学び方

を模索できる環境をつくるということ。もう一つは、子どもたちや保護者にとっ

ての安全基地を学校内外でつくるということです。 

豊かな学びや居場所、役立ちの場が社会全体に広がって、子どもたちがそれを

選択できるようになることで、それによって子どもたちのウェルビーイングが高

まることだけではなくて、市民社会を形成するための土台となります。学校が担

う範囲を見直して、連携しながら、子どもたちの学びと居場所を社会全体で支え

ていくことについて発言したいと思います。よろしくお願いします。 

 

大塚でございます。第４期教育振興基本計画のベースに、横浜市が目指す人権

尊重の精神を基盤とする教育、だれもが安心して豊かに生活する学校・まちが位

置付けられています。「このだれもがとは誰のことでしょう」と教職員への研修

会で問うたことがあります。子どもたち、保護者、地域の方々という声はあがり

ますが、教職員自身もだれもがの対象とする意見はありませんでした。自分たち

の安心は二の次で、全ての教育活動を子どもたちのためにと子どもを真ん中に据

えて全力で取り組んできた教職員が、今、様々な理由で疲弊しています。教職員

が安心して働ける職場であること、質の高い授業づくりのためにしっかりと教材

研究をすることが、子どもたちの安心を生み出し豊かな学びと生活を創り出すと

思います。 

私からは、これまでの教職経験を踏まえ、子どもたち・教職員の安心並びに、

豊かな生活の実現について意見をお伝えしたいと思います。よろしくお願いいた

します。 

 

泉と申します。昨年12月から委員を務めております。 

大学教員また研究者の立場から、横浜市教育行政に対する意見や期待を申し上

げてまいりました。特に大学では、教育学部に籍を置き、教職を目指す学生たち

に日々接していること、そして私の研究の専門が発達臨床心理学と特別支援教育

であることをベースに考えてまいりました。このようなバックグラウンドを踏ま

えて、現在、問題意識が３点ございます。 

１点目は、子どもの頃から多様な他者と協働・共生する力とセンスを身に付け

ることの必要性。 

２点目は、全ての子どもが公正で質の高い教育を受けるために機会の均等を確

保すること。 
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３点目は、子どもと同様に、教員自身も多様なタイプの人材がいてよい、とい

うメッセージの発出の必要性です。 

本日は、このような視点から発言させていただきたいと思っております。どう

ぞよろしくお願いいたします。 

 

綿引でございます。本年４月より委員を務めております。 

グローバル企業の出身として、これからの横浜市教育行政に対する期待を先ず

は申し上げたいと思います。是非、次期学習指導要領の考え方を横浜市が早期に

実現する視点から、そして、企業社会の視点から問題意識を整理いたしました。

３点ございます。 

１点目は、包摂的な社会を担い、国際社会で活躍できる人財を育む教育はどう

実現していくのか。 

２点目は、一人ひとり異なる子どもたちの能力を最大限に引き出す、多様な学

びを支えるテクノロジーの活用、柔軟な教育制度をどう作り上げていくのか。 

３点目は、上記２点を支え多様化したグローバルな社会に対応した教員の養成

をどのように再構築していくのか。 

この点をお話申し上げたいと思います。どうぞよろしくお願いいたします。 

 

 ありがとうございました。 

ここで、報道並びに傍聴の方にお願いいたします。これ以降につきましては、

写真等の撮影は御遠慮いただきますようお願いいたします。 

議論に先立ちまして、教育委員会事務局から本日の協議テーマについて説明い

たします。 

説明はスクリーンに資料を写しながら行いますけれども、お手元に印刷したも

のも御用意しておりますので、そちらも併せて御覧ください。 

それでは浦田教育政策推進課長から説明いたします。 

 

教育政策推進課長の浦田と申します。どうぞよろしくお願いいたします。 

本日の協議事項、「今後の横浜の教育政策について～『第５期横浜市教育振興

計画』の方向性～」の論点を御説明させていただきます。 

はじめに、横浜市の教育の概況は、御覧のとおりとなっております。 

続いて、第５期教育振興基本計画についてです。横浜市では2030年頃の社会を

見据えて横浜の教育の目指すべき姿を描いた横浜教育ビジョン2030を策定してお

り、教育振興計画はそのビジョンの理念を具元化するアクションプランの位置付

けとなります。各学校では本計画を踏まえて児童生徒への教育活動を実践してい

きます。 

また、教育活動にあたっては、学校だけでなく、家庭・地域・大学・企業・関

係機関等の多様な主体との連携・協働により、子どもの学びや育ちを支えていき

ます。現行の教育振興基本計画の計画期間が 2025 年度までとなっていることか

ら、本日は2026年度以降の第５期計画の方向性について議論を行っていただきた

いということでございます。 

横浜教育ビジョン2030では目指す人づくりとして、自ら学び 社会とつながり 

ともに未来を創る人を掲げています。そして、子どもたちに身に付けてほしい力

として、国が示す知・徳・体に、横浜らしさである公・開を加えた五つの視点で

表し、相互に関連付けながらバランスよく育んでいくこととしています。 

そうした中で、現在、デジタル化・グローバル化がますます進み、教育にも大
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きな変化が起こってきています。横浜市の学校の様子や取組などをもとに動画に

しましたので、会場前方のスクリーンにて御視聴ください。 

～動画～ 

御視聴いただきましたとおり、デジタル化、グローバル化が加速していく中、

子どもたちの学びの環境は劇的に変わってきています。それと同時に、教育の質

向上に向けた課題が顕在化しています。 

具体的には、この間に起きた事案に対する第三者検証を踏まえたいじめ、不登

校対策における課題への対応が急務であること。１人１台端末をベースにした DX

による教育の早急なリデザインが不可欠であること。求められる未来の人材育成

や配慮が必要な児童生徒の増加など教育現場の課題の質的変化への対応が必要で

あること。志願者減が続く教職の魅力づくり、働き方改革が求められていること

です。 

これらの課題を解決し、教育の質を向上させるため、記載しております五つの

重点戦略をもとに、計画の方向性を検討していきたいと考えております。 

なお、教育振興基本計画は、学校施設や生涯学習等も含めた幅広い施策・取組

を包含する計画ですが、本日はその中でも特に学校教育を中心とした取組の方向

性について御議論いただきたいと考えております。 

それぞれの重点戦略について詳細に御説明いたします。 

重点１においては、急増するいじめ、不登校に対する総合的支援体制を整備

し、家庭・地域・関係団体の連携を強化していくことが重要だと考えています。

未然防止段階、SOS 察知段階、不登校段階、要調査段階に応じて取組を充実させ

ます。取組として、例えば、SOS 察知段階においては、子どもたちの SOS アラー

トを学校が組織的に把握し、未然防止・早期対応につなげられるようにするこ

と。SOS 察知段階から不登校段階においては、スクールカウンセラー・校内ハー

トフル支援員を含む教職員間の連携を進め、多角的な視点で小さな変化に気付く

組織力を強化すること。さらに、不登校段階においては、オンラインによる支援

の充実や場所を選ぶことなく利用できるメタバースの活用を研究すること、など

が必要だと考えています。 

重点２においては、ICT の活用により児童生徒、保護者、教職員、教育委員会

事務局を結び、膨大なデータを生かし切るセキュリティの高いネットワーク基盤

を構築・運用していくことが重要だと考えています。取組として、例えば家庭と

学校の連絡システム「すぐーる」や学習支援システム「横浜 St☆dy Navi」の機

能拡充などが必要と考えています。 

重点３においては、１人１台端末により得られるビッグデータを、児童生徒の

一人ひとりの学習速度に応じたオーダーメイドの学びや、データを活用した効果

的な教育に生かすことが重要だと考えています。具体的には、今後AIドリルを導

入するなど、日常的な学習データも収集し、ビッグデータ化していくこと。ま

た、大学、企業、教職員の共同チームによる「横浜教育データサイエンス・ラ

ボ」を設置して、ビッグデータの分析に取り組み、学校が活用できる教育データ

を提供すること。そして、それらのデータを、「横浜 St☆dy Navi」において学

校で活用しやすいようにビジュアル化し、データ活用サイクルを構築していくこ

と、などが必要だと考えています。 

重点４においては、児童生徒の学びの空間として、リアルの教室空間の充実に

加えて、１人１台端末やネットワークのつながりを生かして、オンラインやバー

チャル空間を駆使し、三層空間でグローバル人材を育成していくこと。この三層

空間を活用しながら、横浜らしいインクルーシブ教育の実現に向けて、誰もが学
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びを保障される環境を構築していくことが重要だと考えています。具体の取組と

して、リアル空間においては、チーム学年経営の充実に加え、チーム担任制など

に取り組み、児童生徒が一層安心して学べる環境づくりなどが必要だと考えてい

ます。また、オンライン空間では、例えば、AI ドリルや電子書籍の導入なども考

えられます。さらに、バーチャル空間では、例えば、メタバース空間で様々な国

の児童生徒とグローバルな課題に関する意見交換をするほか、不登校児童生徒が

活用できるようにするなど、メタバース空間の拡充について研究することも考え

られます。 

重点５においては、企業及び大学等との共創や教育 DX による教職の魅力づく

り・人材育成・働き方改革を一層推進し、効果的なプロモーションを展開してい

くことが重要だと考えています。例えば、教員と学生とが議論し、企業の支援を

受けながら、横浜の教育や教職の魅力を高める場をつくることで、教職の魅力の

創造につなげ、教員採用試験の志願者増につなげること。また、教員の働き方改

革として、校務DXの推進による教員の業務効率化を推進すること。さらに、動画

や記事を配信するプラットフォームの開設により横浜の教育の魅力を発信し、教

員志望者を増やすことなどが必要と考えております。 

なお、第５期教育振興基本計画の方向性を検討するにあたっては、児童生徒、

保護者、教職員へのアンケート調査を行いましたので、その結果をまとめたもの

を参考にお配りしております。 

以上のように、デジタルや共創の力も活用した重点戦略を実行することで、グ

ローバル・デジタル社会で未来を切り拓く力を育むことができる、教育の横浜を

創造していきたいと考えています。 

説明は以上でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

 

それでは、横浜市総合教育会議運営要綱第２条第１項に基づきまして、この後

は市長が会議の議長を務めます。市長、よろしくお願いいたします。 

 

 ただ今、事務局から本日の協議事項について御説明いたしました。 

意見交換をするにあたりまして、重点項目が五つありますが、これを三つに分

けて、それぞれ議論させていただければと思います。 

まず、重点１について御意見をいただけますでしょうか。それでは、中上委

員、よろしくお願いいたします。 

 

横浜市教育委員会は組織規模において日本最大の組織であり、強みとして伝統

的な授業改善研究、スケールメリットの児童生徒26万人のビッグデータを活用し

た産官学との共創による教育の質の向上を目指しています。しかしながら、スケ

ールデメリットとしてガバナンスや予算、定数、学校施設や地域図書館の老朽化

など様々な課題を抱えております。また、いじめ対策、不登校対策、GIGAスクー

ル、DX教育推進、インクルーシブ教育など最近のニーズが山積しております。 

新しい時代に応じて、教育の質向上に向けた取組を進めていくと同時に、横浜

市教育委員会が他都市に類を見ない巨大事業体であることを認識した上で、信頼

される組織としてガバナンスの仕組みを構築していく必要があります。そのため

には、財政ビジョンや行政運営の基本方針を踏まえた教育基本戦略と政策が前提

であり、今般のいじめ重大事態の事案の第三者検証も踏まえ弁護士など専門家を

活用したガバナンス体制の強化を図るとともに、いじめ、不登校対策部門、法務

部門、教育DX部門など抜本的な機構再編が必要だと考えております。 
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山中市長 

今は時代の転換期で政策課題は複雑化・高度化しており、ワークライフバラン

スなど職員意識の変化に応じた新しい時代のマネジメントが求められており業務

目標の達成と人材育成の両輪での改革が必要です。行政運営にあたりましては、 

１．時代に即した機構組織の最適化と職員の能力・役割発揮の最大化 

２．チーム力向上に向けた人材育成と働きやすい職場環境づくり 

３．新たな価値やサービスを生み出すDXの推進、事業手法の創造・転換・横展開

など、取り組むことが求められております。 

具体的には、教育運営のマネジメントとしてMBO、PDCAサイクル、チーム力での

学校経営などさらなる推進が必要です。教育ビジョン、教育振興基本計画、教育

委員会運営方針を共有し、教育委員会事務局経営目標や学校経営目標を上司と部

下の教職員がしっかり面談し、自ら年間計画のPDCAサイクルをセルフコントロー

ルすることが、やらされ感でなく、達成感や自己実現となる働き方改革につなが

ると思います。また、組織風土改革にもつながると考えます。 

今後の取組として、教育ビジョンの浸透と次期計画への現場の参加意識や改革

のコアになる改革同志の強い参加と人材育成が肝要と考えます。特に、いじめ対

策、不登校対策、道徳教育、グローバル教育、人材育成などは学校教育、家庭教

育、地域教育が総がかりで取り組むべき喫緊の課題と認識しております。 

市長、副市長をはじめ、関係局と横断的に連携して課題解決のミッションの共

有と更なる当事者意識からなる連携推進、支援をよろしくお願いいたします。以

上です。 

 

ありがとうございました。その他、いかがでしょうか。 

綿引議員、よろしくお願いします。 

 

私から申し上げたいことは、そもそも巨大事業組織体としての体制・意思決定

プロセスなどの仕組みづくり・職員の育成などへの取組が不足していたのではな

いかというのが率直な感想でございます。当然、スピード感を持って組織体制の

強化やデジタルを基盤としたガバナンスの仕組みづくり、これが行われなくては

なりません。 

さらに、組織改革とともに、職員の意識改革こそが大規模組織のガバナンス改

革の要諦と考えております。 

最も重要なポイントは、ボトムアップガバナンスです。組織の価値観が問題は

ないことになっているという組織風土だとしたら、これを問題はあってよい、問

題を見付けて解決することが新たな価値を創造するんだ、そういう現場文化に転

換することが求められるのではないかと考えるところでございます。こうした改

革は、身内の論理ではなく、専門コンサルタント等を擁して客観的に且つ本質的

課題に切り込むことが極めて重要である、と考えるところでございます。そうい

う意味で、組織風土改革の予算をしっかり取っていただくことをご検討いただき

たいと思うところでございます。 

また、民間の組織では、内部監査が内的視点、広報が社会的視点、監査役事務

局が社外ガバナンス視点という、３方向からの視点を持って、そのガバナンスの

役割を果たしてまいります。同規模の企業では一般的に6、70人の要員規模で当た

ることになります。少なくとも広報機能・教育委員会事務局機能の強化の実現を

是非ともお願いしたいと願うところでございます。以上でございます。 

 

ありがとうございます。 
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他はいかがでしょうか。大塚委員、よろしくお願いいたします。 

 

私は、子どもの安心という視点でいじめ対策について意見がございます。 

全国的にいじめの認知件数は増加しており、どの自治体も対応に苦慮していま

す。本市でも教職員が真摯にこの問題に取り組んでいます。 

先日、いじめ防止市民フォーラムが開催され、参加した子どもたちからは「価

値観の違いをお互いに認め合うことがいじめの未然防止につながる」、「大人も

真剣に考えてくれていることに安心した」といった声が聞かれ、非常に有意義な

会だったと聞いています。このような子どもの意見をしっかりと聴きながら、今

後、関係団体との連携強化やデジタル・専門家の力を活用し、総合的に取り組ん

でいくことが必要です。 

児童生徒の心身の健康状態の把握や教職員による早期対応を支援するために導

入された「横浜St☆dy Navi」による毎朝の健康観察は、子どもたちもすっかり慣

れて声掛けや見守りの強化につながっています。とはいえ、いじめの未然防止は

喫緊の課題です。併せて、いじめにあっている子どもたちがSOSを出せる環境の充

実が急がれます。いじめにより子どもが自ら命を絶つ、あってはならないことを

二度と起こさない、そのためにも総合的ないじめ防止対策が必要です。 

教育委員会が検討しているいじめ対応情報管理システムは、報告書を作成する

時間を大幅に軽減するだけでなく、学校内や学校と教育委員会事務局との迅速な

情報共有が可能となり、いじめに対する組織的な対応力の向上が期待できるシス

テムです。現在、システム構築をしていると聞いておりますが、学校の意見も聞

きながら現場が使いやすいシステムづくりをお願いいたします。 

また、併せてスクールカウンセラー配置の拡充により、相談しやすい環境の充

実を図るとともに、子どもの小さな変化に気付き、苦しんでいる子どもたちの心

の負担を軽くして、安心して生活することができる学校にしていくことが急務と

考えます。以上です。 

 

ありがとうございます。 

まず、御意見いただきましたので、ここまでに対して私からコメントをさせて

いただきます。 

横浜市の教育委員会におきまして、巨大組織に適合した体制を持つべきである

という御指摘はそのとおりだと思います。巨大な組織に適合したコンプライアン

スの体制や、リスク管理の体制などを強化することが重要であると考えておりま

す。 

そのためにも、いじめや不登校の対策の専門部署の設置、コンプライアンス・

ガバナンスを強化する部署、これらの設置を含めた教育委員会事務局の体制強化

が不可欠であると承知しております。 

綿引議員から民間の体制について御示唆、御指摘をいただきました視点も踏ま

えて、教育委員会事務局の体制強化を図っていきたいと考えております。 

また、大塚委員からは、いじめ防止対策の取組につきまして御指摘いただきま

したが、既に令和６年５月の補正予算で拡充しておりますスクールカウンセラー

や校内ハートフル支援員、こういったものを活用していくことによって、子ども

たちのSOSを見逃さない組織に強化を図っていくことが重要だと思います。 

また、御提案をいただきました、デジタルを活用して学校と教育委員会がいじ

めに対して組織的に対応することができるシステムの開発や構築も、早期に実現

していくべきであります。引き続き、いじめの防止に向けまして、抜本的、そし
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て組織的な対応・対策を強化していかなければならないと考えております。 

その他、御意見はありますでしょうか。森委員、よろしくお願いいたします。 

 

いじめについては、問題が発生した際にどのような対処が必要か解決策に目を

向けることはもちろん、問題が起きにくい環境をつくるための議論も進める必要

があると思っております。不登校においても学校や大人たちが子どもたちを見る

視点、子ども観を変えることが求められており、学びの三層空間の議論はその前

提の上で行われるべきです。 

例えば、このデータは、不登校もしくは不登校傾向にある現中学生及び卒業生

への全国調査アンケート結果ですが、そこから見えてくるのは、子どもたちの多

くが次のような声をあげていることです。例えば、「追求したいことをもっと深

めたかった」、「自分の学習ペースに合った手助けが欲しかった」、「もう少し

柔軟にカリキュラムを組みたかった」、「学校の先生だけでなくて社会の人が先

生になってくれる時間が欲しかった」。横浜でも、こうした授業や学びのあり方

へのアップデートがまず必要だと思います。 

もう一つ必要なことは、伴走者の存在です。今後、子どもたちが自分に合った

スピードと方法で、どの空間で学んでいくかを選択する時代になっていく中で、

自分に適したものを見付ける際に迷うことが今後増えるでしょう。そのようなと

きに、子どもの意欲を引き出し、その段階に応じて寄り添う伴走者が必要です。

この資料は、認定NPO法人カタリバの実証実験報告書からの抜粋ですが、子どもの

段階に応じて、子どもへの個別支援、家庭・保護者への伴走などシームレスな伴

走支援が必要であることを示しています。これらには、信頼関係を基盤とし、安

心安全な環境の確保が不可欠です。また、オンラインとリアルの双方で支援が行

われることも重要です。 

横浜市で伴走体制を考える際に欠かせないのは連携です。学校数が約500校、児

童生徒数が約26万人という規模の中で、学校や教育委員会だけの発想ではなく、

社会全体で考え解決していくことが不可欠だと考えます。 

一つ目にまず必要なのは、福祉との連携です。家庭の福祉的な課題や困りごと

を背景に持つ児童生徒も多いため、役所内のこども青少年局や区役所と教育委員

会が連携し、対応に当たることが求められます。現在、情報共有の仕組みが不十

分であって、児童家庭支援センターや青少年相談センターなど、子ども若者支援

や相談に関わる施設との連携も強化する必要があります。こうした取組を進める

ことで、福祉的なニーズに適切に対応できて、学校や教職員が子どもたちとより

向き合う時間を確保できて、いじめなどの問題も起こりにくくなるという循環が

生まれると思います。 

二つ目はフリースクールとの連携です。現状は、学校によってフリースクール

やインフォーマルな支援との連携状況にばらつきがあり、出席取扱いにも差が生

じています。相談窓口を整理して、アウトリーチの強化やオンライン環境を活用

した広域支援を再構築することで、NPOやフリースクールとの連携を強化すること

が必要です。これは大規模自治体ならではの発想で進めるべきだと思います。 

三つ目は、子どもたちが自分自身の学び方を模索するには、多様な人との関わ

りの中で自己を知るということが重要です。教職員や同級生だけでなく、異なる

価値観や生き方を持つ人々と接することで、力を発揮できる子どももいます。そ

うした出会いや場を提供することで、子どもたちは意欲的になって、多様な選択

肢が広がります。このような機会の創出は学校だけでは実現が難しいため、地

域、民間企業、商店、団体などが一体となって取り組むことが必要です。以上で
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す。 

 

 森委員、スライドも準備していただきまして、ありがとうございます。お話の

あった、多様な関わり合いの中で自己を知る、そして自己を伸ばす、そういった

環境を実現していくことが大切だと思います。そのためにも、リアルだけではな

くオンラインや、さらにはバーチャルを使ってそれらの様々な空間の中で子ども

たちの学びを充実させる、バーチャルやオンラインも活用して地域にも関わって

いただく、企業にも関わっていただく、特に、海外の人や学校にも関わっていた

だく、要は、森委員がおっしゃった、学校以外の主体にどう介入してもらうかと

いう視点がとても大切だと思います。本市におきましても、教育委員会、学校、

市長部局が、企業や地域、そういった様々な主体との連携を強化していかなけれ

ばならないと思います。そして、不登校児童生徒につきましても、従来のリアル

だけではなくて、オンライン、バーチャル、様々な手段を活用して学びの支援や

保護者の支援を充実させて、一人ひとりが自分のペースで学び、いろいろなこと

を感じ、そして自己成長していけるようにする環境の構築を目指していきたいと

思います。 

そして、いじめ、不登校について、今、区役所の子ども家庭相談の仕組み、そ

れから SNS で相談を受ける仕組み、そして、従来からある児童相談所など様々な

仕組みがあります。児童相談所や区役所、そして様々な部局がこれまで以上に連

携をして取組を強化していく体制が必要であります。既に関係する区、局が集ま

って、いじめ、不登校の未然の防止や対応の強化についてワーキングを開始して

いるところでありますが、森委員から御提案がありました伴走者を増やすための

取組につきましても、ワーキングの中でテーマとさせていただいて、積極的な対

応を図っていきたいと考えております。御提案ありがとうございます。他はよろ

しいでしょうか。 

それでは、続きまして、重点２、重点３、重点４の事項に移りたいと思いま

す。こちらのテーマにつきまして、御意見をいただきたいと思います。それでは

綿引委員、よろしくお願いします。 

 

それでは重点２について考えを述べたいと思います。 

将来的に横浜市の社会全体を視野に入れた包摂的な社会教育、学校、家庭教育

を実現するためには、既に取組を公表しているDX技術のフル活用、データサイエ

ンス、科学に基づく産官学連携による政策立案を実現することが必須となりま

す。まずは、子どもたちの学びの質を高めるためにテクノロジーの活用による学

びの効率化、教員の働き方改革の実現が求められます。西中学校の様子を拝見し

ましたところ、横浜教育DX、「横浜St☆dy Navi」の大きな潜在力を確信しまし

た。 

教育DX基盤の形成については、データハウスも含めたセキュアーなネットワー

ク基盤の構築・運用を目指し、児童生徒、教員、そして家庭、将来的には市民が

安心して使い倒せる環境整備を着実に進めることが必須であることは言うまでも

ありません。また、システム投資に関しても、費用対効果を求める声にきちんと

対応することは当然ですが、技術である以上、常に投資をし続ける視点を持ち合

わせることが必要ではないかと考えます。 

そうした視点から、スタート段階において心配な点が何点かありますので申し

上げたいと思います。 

１点目は、プロジェクト予算の考え方です。まずは、26万人を対象目標とする
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ならば相当な規模感があるので、市がしっかりと予算を出さないと26万人への費

用対効果は実現しないと考えます。 

２点目は、教育委員会、市役所の人財育成、リソース確保という問題です。限

られた委員の期間ですが、少なくとも教育委員会内部にDXを進められる人財は、

まだまだ少ないのではないかと感じます。特に横浜市は、医療をも取り入れる横

浜モデルを考えると、個人情報の取扱いや家庭からの問い合わせ対応上の知見が

不可欠です。この観点から、教育委員会全体としてDXのリテラシーを高めるため

の人的投資、予算確保の考え方が不可欠になるのではないかと考えます。 

重点３についても申し上げます。 

教育ビッグデータの活用ですが、横浜市の今回の取組は、私が知る限り世界最

大規模と言える教育データ、医療関連データを融合した収集、子どもたちの学び

を深め、包摂的社会に向けて市民社会の仕組みを変えるために活用できる画期的

なシステムであると考えます。その観点に立って、何点か提言をしたいと思いま

す。 

１点目は、これまでバラバラだったデータを見ていた各部局の業務を、共通の

データを見ることによって教育行政の横串化を実現するという観点です。データ

を現場の実態、状況と照らし合わせながら、同じデータをハイライトさせながら

市・教育委員会が横串をさして現場の課題解決を政策に落とし込む、こういった

行政機能の重複感の解消につなげる取組を、教育委員会に目指して欲しいと考え

ます。 

２点目は、横浜の教育DXが、これまでのリアルの学校ではできないことを可能

にするという点です。家にいながらにして学習支援やキャリア教育、進路相談な

どが受けられる、こういう可能性があるということは、不登校やデジタル弱者児

童対策に直結すると思います。また、三層を活用して、地域の人々にキャリア教

育に参画してもらうことも可能になります。地域で子どもを守り、育てる、こう

いった横浜ならではの包摂的社会実現を大きく前に進める力があると確信してい

ます。 

３点目は、DXによる教員の負担軽減と育成です。AIやチャットボットのような

最新技術を活用して、学校という場において教員がすべき業務と必要なスキルを

明確化し、それらに合った養成プログラムを再検討すべきです。また、改革を実

現するためには、保護者・地域コミュニティ、企業がこれまで以上に学校教育に

参画することが必要であると考えます。そして、推進を支えるプロジェクト予算

の考え方についても、今後ますます求められてくるのではないかと考えていま

す。 

続いて、重点４についてです。 

グローバル教育を考える前提として、横浜社会のグローバル化とはいったい何

なのでしょうか。この何かについて、教育委員会は今一度、考える必要があるの

ではないかと思います。横浜が外国人も含めた包摂社会を構築して、地域社会の

コミュニティをより緊密で強固なものにするためには、外国人への日本語支援、

文化理解等の社会学習、生涯学習支援体制や仕組みが重要となり、とりわけ社会

教育は極めて重要であることは論を待ちません。 

さて、包摂社会を支えるグローバル教育とはどんな教育像を描くのでしょう

か。私は、子どもたちが予測もつかない未来のグローバル社会を生き抜くため

に、これからの教育は語学はもちろんですが、一人ひとりが信頼できるコンパス

を持って、どんな環境下でも自信をもって自らを導いていける力、多様な価値観

と文化的背景を持った人々と共に様々な課題に取り組み、実行していく変革する
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力を手助けするものに変わっていくものと考えております。 

そうした意味で、リアル体験としての国際平和スピーチコンテストやはまっこ

留学体験などの取組は大変素晴らしいものです。これらの活動を更に進化させ、

世界中の在外教育施設や姉妹都市現地校とオンラインでつなぎ、こども国際政策

会議のような広い視点と広い視野で学び合い、世界に横浜から発信する新しい学

びの場を検討することを提唱したいと思います。 

最後に、教員のグローバル研鑽機会の創出です。子どもたちに接する教員自

身、グローバル経験がない、多文化共生経験がないのであれば、その実効性は疑

わしいものになってしまいます。例えば、新たに教育委員会遣欧派遣団を立ち上

げ、保育士、小中高教員、採用直後の教員、教育委員会の若手の職員を中心に一

年間北欧の先進国へ派遣して、実務体験を中心に立体的に調査してもらうこと

は、限られた予算の中でも中長期的効果は大きく、また、海外派遣教員研修や海

外協力隊に送り出した帰国教員の教員研修での活用、国際理解教育の研修会への

招聘、こういった人財の活用を教育委員会として改めて考え直してみる価値は十

分にあると考えています。以上でございます。 

 

綿引委員、ありがとうございます。その他、このテーマに関して、御意見のあ

る方はいらっしゃいますでしょうか。中上委員、お願いします。 

 

重点３について、教育DXの推進に向けた戦略的・総合的な取組による財源の中

期的安定的な充実の要望です。 

次期教育振興基本計画に向けては、ICTやデジタルを活用した教育DXの推進がま

すます重要になりますが、GIGAスクール構想を安定して運営するためには財政支

援が不可欠です。高速大容量通信環境や、端末の更新・保守は、効果的・効率的

な改革の前提です。様々な教育改革が、学校現場で確実に実践されるためには、

児童生徒の端末だけでなく、安定したネットワーク、フィルタリング等のライセ

ンスや、教員用端末の充実といったインフラの整備について、今後とも国への要

望も含め、是非、予算の確保をお願いします。 

次に、重点４のグローバル人材の育成についてです。グローバル人材とは、地

球規模の課題の解決に向けて、英語力を含めた世界で議論できるコミュニケーシ

ョン能力をもち、グローバル社会で活躍するリーダーシップを発揮し、あらゆる

人々の多様性を尊重して協働・共生できる人材であると考えます。私は英語力が

高いわけではありませんが、非認知能力からなるコミュニケーション力と探求し

た経験からなるナレッジと友好交流への情熱がグローバル教育には必須条件と実

感しています。外国の友人と対話・議論する経験は、多種多様な価値観に気付か

される機会であるとともに、世界から見た横浜の魅力、日本の魅力を再認識する

きっかけでもあります。横浜市では、ピースメッセンジャー、英語イマージョン

教育やYokohama English Questなど、様々な英語を使ったコミュニケーションの

機会を作っていますが、今後も、国際港湾都市として、リアル、オンライン、バ

ーチャルなどあらゆる手段で、グローバルな対話のチャンスを増やしていただき

たいと思います。以上です。 

 

中上委員、ありがとうございました。 

まず、お二方からのコメントに対してですが、教育委員会が「横浜St☆dy 

Navi」を導入して、これから学校現場や教育委員会で、活用経験がどんどん積み

上がっていくと思います。それに併せて、どのように活用していくのか、活用す
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るスキルが向上していくことを期待しております。綿引委員からも人材、データ

サイエンス人材についての御指摘がありましたが、おっしゃるとおり、市役所の

中で、データに関する知見を持った職員が必ずしも潤沢というわけではありませ

んので、そこを外部と連携して、特に、データを扱う専門家等と連携をして、デ

ータの活用という視点を教育現場に結び付ける、そういった機能が必要だと思い

ます。その観点を持って、教育委員会で「横浜教育データサイエンス・ラボ」を

立ち上げたと考えています。教員だけではなく、大学や企業と連携をして、まさ

に現場と外部が連携をして、どうやってデータというものを教育現場で活用して

いくのかを議論していく。これは非常に新しい取組だと思います。こういった

「横浜St☆dy Navi」や「横浜教育データサイエンス・ラボ」などの新しい取組が

始まっている中で、やはり、一番基本になるのは、そのデータのインフラ的な側

面であります。多くの貴重な、かつ慎重な情報を扱いますので、セキュアである

ことは絶対条件。その上でどうやって使いやすいデータウェアハウスをつくって

いくのか、そういったものに対して、予算的な措置に関する御指摘を綿引委員や

中上委員からいただきました。しっかりとその点も受けとめて、今後の横浜の教

育におけるデータ活用を、速いスピードで進めていきたいと思います。 

また、グローバルな視点に関して御指摘をいただきました。これまでも、本市

はよこはま子ども国際平和プログラム等の独自の取組を通じて、子どもたちが、

グローバル、国際平和という視点で、学びを深めることのできる環境をつくって

おります。先般は、それを更に拡大してよこはま子ども国際平和シンポジウムを

開催したところでございます。やはり、自分たちで考え、チャレンジしていくと

いうことは、何事にも必要ですけれども、それを国際というところにまで目を向

けて、子どもたち自らが取り組む環境を作っていくことは、横浜の教育の責務で

あると思います。そうすれば、英語の必要性というものを必然的に子どもたちが

理解すると思っております。海外との交流体験の機会を作り、子どもたちにいろ

いろな経験をしてもらうことが重要であると思いますので、そういった機会を作

っていきたいと思っております。特に、今年は、グローバルモデル校として新た

にメタバース空間を活用した教育や、あるいは英語でのディスカッション、考え

る時間を圧倒的に増やした教育というものをパイロット的に始めております。こ

うした取組は、先ほど申し上げました海外との交流機会の重要性を踏まえて、自

分自身で考え、そして発信する機会を多く持ってもらうための取組でありますの

で、今後、スピード感を持って多くの小中学校に広げていきたいと考えておりま

す。子どもたちが自分で考え、自分で発信していく、そこにグローバルな視点を

持ってもらう、こういった取組を引き続き加速させていきたいというふうに考え

ております。中上委員、綿引委員、貴重な御意見ありがとうございました。 

その他、こちらのテーマに関して御意見のある方はいらっしゃいますでしょう

か。泉委員、お願いします。 

 

私からは主に、誰もが学びを保障される環境の充実について意見を述べさせて

いただきます。 

いじめ、不登校、暴力等、学校で生じる様々な問題行動の原因として、現代の

子どものストレスの高さと発達の問題が占める割合は小さくありません。よっ

て、これらの状態の予防あるいは早期発見・早期対応が大変重要であることは明

らかです。今、横浜市が推進されようとしていますデータを活用した効果的な教

育、教育DXの取組におきましても、子どものストレスや発達の問題を含む、一時

的あるいは慢性的に配慮が必要な子どもの存在を常に念頭に置いた開発・活用を
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行うことが必要不可欠と考えています。 

理由は二つございます。一つは、2020年にユネスコが発表しましたグローバル

エデュケーションモニタリングレポートにおきまして、種々の科学技術の著しい

発展の過程におて、多様なユーザーの存在を前提とした開発が行われない場合、

様々な不均衡を悪化させ不公平をさらに強化する可能性が指摘されています。先

進国が進める教育DXでは、いかに多様なタイプの子どもたちの学習を適切に保障

できるかが、その国の教育DXの価値・豊かさを決めるものであると言われていま

す。そして二つ目の理由ですが、こちらは教育DXでは、凸凹がある子どもたちこ

そその有する能力を一層伸ばすチャンスであるということです。例えば、AIドリ

ルなどは、文字の調整機能やアニメーション、また音声などによる多感覚学習が

可能となります。よって、学習モデルのコンテンツの最適化学習につながること

が期待できます。横浜の先進的取組が、例えば定型発達の子どもたちだけのよう

なマジョリティのみに適応可能なものとならないことを強く希望しております。 

また、別の観点では、問題行動等の早期対応・早期解決としまして、例えば、

先ほどから話題になっております不登校の子どもの復学支援の一環としまして、

オンラインやバーチャル空間の適切な活用が学びの継続を支援する環境作りの一

助になると言われております。不登校は現在大変大きな課題となっております

が、これについては、どのタイプの支援が適切であるかは、それに至る背景や本

人の特性、また家庭環境によっても異なるため、提供できる支援のレパートリー

が豊かであることが、実効性と有用性の高い不登校支援の拡大であると言えま

す。そこにバーチャル空間等の選択肢が加わるこということは大変意味があるこ

とだと考えております。 

そして、次に今年３月に発出されました横浜市特別支援教育推進指針にもあり

ます、横浜らしいインクルーシブ教育の実現について少しお話させていただきた

いと思います。多様な学びの場の更なる充実と、一般学級で安心した学びの教育

を可能とする新たな教育環境の創造を一体的に進めていくことの重要性が、先ほ

ど事務局の説明でもございました。これまで多様な学び場の充実と言いますと、

学校間や学級間の連続性や交流を担保することのみ焦点化される傾向がありまし

たが、それだけではなく、あえて普通学校の教育システムの転換を全国に先駆け

て横浜が着手し、例えば、チーム学年経営の全校展開やチーム担任制にも取り組

むこと、各学校の特別支援教室を活用し、自閉症・情緒障害のある子どもに対す

る通級指導を行う校内通級指導教室のモデル実施に取り組むこと等が考えられま

す。このような先進的実践については、日々の子どもたちの学習データや心理発

達状況、また就学状況等を客観的なデータとして収集・蓄積し、効果検証のうえ

社会発信していくことが大変重要であり、これがまさに横浜市の強みだと考えま

す。 

近年、横浜市の特別支援学級の在籍児童生徒数は増加しているところですが、

一方で、多様なニーズのある児童生徒ができるだけ一般学級で安心して学び続け

られるようにすることが重要です。そのためには、校内で安心できる居場所が求

められています。このような安心できる居場所で、適切な支援を受けられるよ

う、教育環境の整備が必須であり、先ほど述べました校内通級指導教室のモデル

実施や学習支援や登校支援を行っている特別支援教室実践推進校の拡充等は、ま

さにこれを目的としており有効な手段であると言えます。これらの取組に対する

人的投資・予算確保が必要だと考えておりますので、是非、御検討いただきたい

と思います。私からは以上です。 
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泉委員ありがとうございました。 

その他、御意見いかがでしょうか。森委員、お願いします。 

 

私からは、インクルーシブな多様な学びを推進するために必要なことについて

申し上げたいと思います。 

冒頭でも申し上げましたとおり、多様な学び方の選択肢を増やして、子どもた

ちが自分に合った学び方を模索できることが重要だと考えております。 

加えて、子どもたちの選択肢を増やすだけでなく、教員や学校が担う範囲をど

こまでとするのかについての議論も、国や教育委員会、役所、地域、社会全体で

進める必要があると思います。また、民間では柔軟な働き方が進んでいますが、

公教育ではまだ選択肢が少なく、それが優秀な教員確保の障壁や子育てや介護を

抱える教員が離れる原因となっています。午前や午後だけ教える教員の導入や、

オンラインでの伴走・メンターの導入、民間人材の活用など、これまでの枠を超

えた発想と整備が必要です。その議論は学校や教育委員会のみではなく市全体や

たくさんの方の知恵や力が必要なので、是非、御理解と後押しをよろしくお願い

いたします。以上です。 

 

泉委員、森委員、ありがとうございました。 

まず、泉委員から御指摘いただきましたAIドリルの開発や電子書籍の導入をは

じめとして、一人ひとりに応じた多様な学びの環境を充実させる視点は重要だと

考えております。 

また、泉委員から、チーム学年経営や、チーム担任制といった新しい観点をい

ただきました。こういった御提案について、横浜に合った仕組みを構築していく

ことが重要だと考えています。 

森委員から、多様な学び方の選択肢を増やし、子どもたちが自分に合った学び

方を探せるようにすべきだという御指摘をいただきましたので、AIドリルや電子

書籍を一つの案として、子どもの力を伸ばしたいと思います。午前だけ、午後だ

け教える教員の働き方の導入、オンラインの伴走者、メンターの導入、民間人材

の活用といった御指摘もいただきましたので、こちらにつきましても、横浜に合

った仕組みの構築を検討したいといきたいと考えています。デジタルを活用した

新しい時代に即した横浜モデルの教育をどう作っていくのかに関して、多様な観

点から御意見を賜りましてありがとうございました。 

 

それでは、時間の関係で最後に重点５に移りたいと思います。 

重点５ついて御意見ありましたら、挙手願います。泉委員、よろしくお願いし

ます。 

 

私の勤務校の教育学部は、都市部にある国立大学ということで、全国から教育

に興味関心の高い学生が集まります。しかし、実際にはこれらの学生達の約半数

の学生しか教員になっていないのが現状です。こちらのスライドのように、教育

学部の学生を対象とした調査結果を分析しました。教員になることを夢見て入学

してきたはずの学生たちは、１年から２年生といった比較的入学後の早い段階か

ら進路変更の意識が芽生えており、その理由は、大学の講義等を通して教員たる

ものあれこれも全部できなければならないという固定化された教員イメージを抱

き、自信をなくしたり、適性に疑問を感じて他の職業へ意識が向いてしまうとい

うものでありました。 
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このような背景を踏まえると、大学生が教職に対してより柔軟なイメージ持

つ、例えばですが、企業等と連携して未来に向けたチャレンジができることや教

員を助ける支援ツールや支援者が沢山いることを知るといったことが大変重要で

あると考えています。その点につきまして、先週17日に開催された「横浜教育イ

ノベーション・アカデミア（仮称）」のプレ会合に参加した本学の学生達から

は、大変刺激的で素晴らしい空間だったとの声が聞かれました。大学生が早い段

階から教育や教育現場の最新事情と併せて教職の魅力に多面的に触れる機会であ

る本取組は非常に価値あるものと実感しました。今後の更なる発展と継続を期待

しております。私からは以上です。 

 

泉委員ありがとうございます。その他、御意見ありますでしょうか。大塚委

員、お願いします。 

 

私からは働き方改革と教員志望者を増やすプラットフォームの開設についての

２点です。 

働き方改革の一つ目です。教育委員会としても時間外勤務時間の是正や多様で

柔軟な働き方の実現等に向けて、様々な施策に取り組んでいるところです。校務

のデジタル化として稼働を始めた「すぐーる」、「横浜St☆dy Navi」は、その

効果を実感する声が学校現場から届いています。より使いやすいシステム構築の

ために、機能強化が必要です。また、現行では、小学校中学校別々の校務支援シ

ステムが導入されていますが、９年間同じシステムで運用することで、業務の効

率化が図られ児童生徒の継続した成長の蓄積が可能となります。さらに、クラウ

ド化して教育委員会が運用を行うことで、教職員の負担軽減にもつながります。

高速で可用性の高いネットワーク教職員向けМ365の構築は、自分の作成した教

材をそのまま授業で活用したり、職員間で瞬時に共有したり学校を超えて情報共

有するなど教材研究にかける時間の効率化が可能になり、教職員の方々に労働環

境の改善と本来業務である授業づくりの充実を図ることを実感していただくこと

ができると期待しております。「すぐーる」のシステムなど、新たなシステムを

導入する際、一時的に学校現場に時間と労力がかかったと聞いていますが、新し

く構築するシステム導入の際には、学校現場ができるだけ負担とならないような

配慮をお願いします。 

働き方改革の二つ目です。部活動の顧問を担当する教員の心的負担や時間外勤

務の削減と生徒への質の高い指導を目的とした部活動指導員の配置拡充も重要で

す。横浜市は、幅広い世代の豊富な地域人材の存在が強みであり、全国で最も多

くの部活動指導員を配置しています。部活動改革を推進するために、より一層、

部活動指導員の配置を拡充するとともに、地域移行も選択できるようにすること

が必要と考えます。学校に負担をかけない人材確保、生徒の安全な環境対策な

ど、これらの取組を実現させるためにも、予算を確保し本市が全力で働き方改革

に取り組む姿勢を示す必要があります。 

２点目は教員志望者を増やすプラットフォームの開設についてです。 

教職に関心のある方や教員志望者が、横浜の教育に魅力を感じ、教えるなら横

浜という熱い思いをもって教員の道を選んでいただくことが教員不足の解消や教

育の質の向上につながります。様々な理由による欠員の補填不足は、教職員が疲

弊する要因の一つです。小中専任や教務主任を担任に充てたり、管理職が授業を

分担したり、校内の人材でやりくりしているのが学校の現状です。教員不足解消

のために、横浜で働きたい教員志望者を増やす横浜ならではの魅力を発信するプ
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ラットフォームの開設支援をお願いいたします。教職に関心のある方、教員にな

りたい方が、魅力ある仕事、授業づくりにおいてもハマアップや授業づくり講座

など様々なサポートが整っている、安心して勤められる横浜と思えるプロモーシ

ョンビデオは、教員採用への大切なツールです。是非、教員という仕事への不安

を安心に変える内容を期待します。併せて、教員定数の改善を図るよう、国への

働きかけも是非お願いいたします。教職員が安心して働ける職場であること、質

の高い授業づくりのための教材研究をする時間が確保されることが、子どもたち

の安心を生みだし豊かな学びと生活を創り出すと考えます。目の前の子どもたち

が大人になった時の社会への先行投資として、必要な予算をとっていただくよう

お願いいたします。私からは以上です。 

 

泉委員、大塚委員、ありがとうございました。いくつか重要な視点をいただき

ました。 

 

まず、教職の未来の担い手である学生に関して、教職に対して柔軟なイメージ

持っていただく重要性を泉委員から御指摘いただきました。「横浜教育イノベー

ション・アカデミア（仮称）」に対する率直な印象、期待をいただきましたが、

横浜の教育の質と教員の魅力を一体的に高めていくための先進的な取組として、

今後どんどん進めていきたいと考えております。 

また、教職員の方の負担を減らしていくためにも、働き方改革の一層の推進が

必要であります。また、校務支援システム等の活用によって、デジタルの力を最

大限に生かし、利用した取組を引き続き進めていきたいと考えております。次

に、部活動について御指摘をいただきました。教員の負担軽減を図ること、生徒

の活動機会の充実を図っていくこと、この二つを両立させ、持続可能な部活動を

実現させたいと思っています。そのためにも、御指摘いただいた地域移行や部活

動指導員の増員について、今後検討を進めていきたいと思います。最後に、教育

のプロモーションの必要性について御指摘をいただきました。横浜ならではの教

育施策、あるいは学校現場の教育施策、学校現場の先生達の先駆的な取組や教員

の魅力を分かりやすく発信していくことの重要性について御指摘をいただきまし

たので、今後、教育委員会におけるプロモーションの強化を図っていくべきだと

考えます。 

以上、重点戦略について、委員の方々から、様々な御意見をいただきました。 

最後に教育長から一言あれば、よろしくお願いします。 

 

本日は貴重な御意見を数多くいただきまして、本当にありがとうございまし

た。 

市長と教育委員の皆様が直接に意見交換を行う中で、横浜の教育振興の方向性

がより深まって鮮明になったと感じています。 

私からは、本日の議論を踏まえて、大切にしたいことを三つほどお話させてい

ただきます。 

１点目は、どの学校でも、安心して、安全に教育を受けられるという横浜の教

育に対する信頼を確保していくことが必要だと思っています。先ほど御指摘のあ

ったとおり、横浜市の教育委員会は非常に巨大な組織体です。それを再認識した

上で、信頼をされる組織、風土改革、そしてデジタル基盤の整備をスピード感を

持って取り組みます。また、いじめや不登校に対する総合的支援体制について

も、区や局、地域、関係機関とも連携して整えていくことが大切だという認識を
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改めて強く持ちました。 

２点目が、学びと教えの空間。これは時代に合った形に見直していくものだと

思います。１人１台端末が実現した今、教室で担任の先生から集団で同じペース

で学ぶということ、これが見直しされる時期にきたなと思います。三層の教育空

間づくりをデータを活用しながら進めていく、これまで難しかった一人ひとりに

合った、選択できる学びの環境、伴走者を増やすということについて、是非実現

したいと思います。 

本日の会議でも、四国４県に匹敵する26万人の児童生徒が１人１台端末でつな

がっている横浜だから、データで三層空間を生かすポテンシャルがあると皆さん

からエールをいただいたと受け止めさせていただきました。多くの御意見のあっ

たグローバル人材の育成、配慮が必要な子どもたちへの教育環境については、私

も必要だと考えておりますので、特に力を入れていきたいと思います。 

３点目が、横浜の教員になりたいと思える魅力づくり。教員の確保は、全国的

な課題になっていますが、熱意ある学生が、教えるなら横浜で教えたいと思って

もらえるような環境を、そして働き方を創造していきます。以上３点申し上げま

したが、「横浜教育データサイエンス・ラボ」、「横浜イノベーション・アカデ

ミア（仮称）」の取組の過程で、横浜の教育には、本当に多くのサポーターがい

るなと手ごたえを感じております。教員、そして教育委員会だけで試行錯誤する

のではなく、区局はもとより大学、企業、そして地域、団体を巻き込みながら、

共創でプロモーションを行いながら、強く、しっかりと推進してまいりたいと思

います。本日いただいた多くの提案を横浜市として、市長の後押しをいただきな

がら、しっかりと子どもたちが未来を切り拓いていける力を育める教育を創造し

ていきたいと思います。私からは以上です。 

 

これで会議を終了させていただきたいと思いますが、最後に、教育大綱の取扱

いについて、委員の皆様に一つ御提案をさせてください。現在の横浜市教育大綱

は、第４期教育振興基本計画をもって、それに代えることとしておりまして、対

象期間が来年度までとなっております。国からは、総合教育会議の場で協議・調

整した上で、教育振興基本計画をもって大綱に代えることと判断した場合には、

別途大綱を定める必要はないことが示されています。令和８年度以降につきまし

ても、横浜教育ビジョン2030のアクションプランである第５期教育振興基本計画

をもって教育大綱に代えることで、市として一貫性をもって、教育行政を推進し

ていけるのではないかと考えておりますが、委員の皆様から御意見をいただけれ

ば幸いです。いかがでしょうか。 

 

（「異議なし」の声あり） 

 

それでは、教育大綱につきましては、御提案した形で進めさせていただければ

と思います。 

以上で、本日の協議事項は全て終了いたしました。多くの貴重な御意見をいた

だきまして、誠にありがとうございました。教育委員の皆様におかれましては、

横浜の子どもたちの教育のために、今後も御協力をいただければと存じます。本

日はありがとうございました。 

 

市長、教育委員の皆様、ありがとうございました。 

本日の会議の議事録につきましては、このあと事務局にて作成いたしまして、
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１月中旬を目途にホームページにて公表いたします。 

以上をもちまして、令和６年度横浜市総合教育会議を閉会いたします。本日は

誠にありがとうございました。 

 


